
Press Release

◎ ※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

26,681 人　　 【前月比 1,333 人　　（ 5.3% ）　　増 】
22,959 人　　 【前月比 376 人　　（ 1.7% ）　　増 】

◎

10,116 人　　 【前月比 785 人　　（ 8.4% ）　　増 】
5,509 人　　 【前月比 466 人　　（ 9.2% ）　　増 】

◎ 令和４年１月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和３年12月以前の数値は、令和４年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（令和４年１月）

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職　業　安　定　課　長 　 前田　成是
　　地方労働市場情報官 　　藤根　宏
     　　 電話　０１７（７２１）２０００

有効求人倍率　　１．１６倍【前月比　０．０４ポイント上昇】
有効求人数
有効求職者数

青森労働局発表
令和４年３月３日

テレビ・インターネット ３月４日 ８時30分解禁
新聞 ３月５日 朝刊解禁

青森県の雇用失業情勢について

新規求人倍率　　１．８４倍【前月比　０．０１ポイント低下】
新規求人数
新規求職者数

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移 新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

①　　有効求人倍率は10か月連続で１倍以上。

求人・求職の状況（季節調整値）

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるものの、新型コロ
ナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要がある。

②　　新規求人倍率は平成25年６月から104カ月連続１倍以上。
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Ⅱ

対前年増減
数（人）

対前年増減
率（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

令和2年8月

24,300 6,193 5,110 4,116 1,456 1,044 2,316 1,494 1,191 1,380

25,558 6,380 6,861 4,478 1,214 1,291 1,325 1,634 1,378 997

0.16 0.20 0.06 0.23 0.18 0.35 ▲ 0.04 0.23 0.20 0.10

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

　　 新規求職者数は、前年同月比3.9％（233人）増加の6,263人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は求人受理地別によるものである。

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

対前年同月比（ポイント）

有効求職者数（人）

　      新規求人数は、前年同月比19.2％（1,627人）増加の10,082人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

180 181 308 203 81

3.8 6.7

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

89

13.9 27.5

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和３年８月 1.12

令和３年９月 1.11

令和３年10月 1.12

令和３年11月 1.14

令和３年12月 1.13

令和４年１月 1.16

　同上
　有効求人倍率が７か月連続で、1倍
以上。

　有効求人倍率が６か月連続で、1倍
以上。

　新型コロナウイルス感染症の雇用への影響に対応するため、事業主に対しては、労働者の雇用の維持を図るため、引
き続き雇用調整助成金などの活用を促すなど、雇用維持に向けた取り組みを行います。
　離職者に対しては、セミナー、求人事業所説明会等について参加者の人数制限、消毒液の設置、参加者に対するマス
ク着用励行をお願いするなど新型コロナウイルス感染症予防に万全を期したうえで開催し、求人と求職のマッチング機会
の確保を図り、あわせて職業訓練の受講あっせんの強化などによる再就職支援を積極的に実施します。

【県内ハローワークにおける取組】
ハローワーク青森： 3/7 令和5年３月新規大学等卒業予定者オンライン企業説明会、
　　　　　　　　　　　　3/14 福祉のお仕事ガイドセミナー、3/15 １day就勝クラブ、3/16 求人事業所説明会
ハローワーク八戸： 3/8 求人事業所説明会、3/9 令和5年３月新規大学等卒業予定者オンライン企業説明会
ハローワーク弘前： 3/8 令和5年３月新規大学等卒業予定者オンライン企業説明会
ハローワーク黒石： 3/16 会社説明会・ミニ選考会

上記のほか、各ハローワークでは，随時，会社説明会やミニ面接会などを実施しています。

青森労働局の取組

参考　１　雇用失業情勢判断の推移（令和３年12月以前の求人倍率は判断時点における公表値。）

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きがみられるものの、新型コ
ロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意する必要があ
る。

　有効求人倍率が５か月連続で、1倍
以上。

  青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

　有効求人倍率が８か月連続で、1倍
以上。

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴雇用情勢判断

　同上

　同上

　（改訂後の
　　令和３年12月の求人倍率1.12倍）
　有効求人倍率が10か月連続で、1
倍以上。

　同上
　有効求人倍率が９か月連続で、1倍
以上。

〇 本県経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から厳しい状況にあるものの、持ち直しの動きが続いている。なお、直近の景況感（青森県景

気ウォッチャー調査・令和４年１月期）をみると、前期から上昇し、景気の横ばいを示す50を16期ぶりに上回った。

【青森県：青森県経済統計報告（令和３年11月・12月の経済指標を中心として）】

○ 県内の景気は、新型コロナウイルス感染症の影響からサービス消費を中心に厳しい状態にあり、持ち直しの動きも一服している。

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、増加している。個人消費は、新型コロナウイルス感染症の

感染急拡大等の影響から、持ち直しの動きが一服している。住宅投資は、弱めの動きとなっている。

生産は、供給制約の影響から増勢が鈍化している。雇用・所得情勢は、新型コロナウイルス感染症の影響から、全体としては弱めの動きとなっ

ている。

【日本銀行青森支店：県内金融経済概況２月公表分】

〇 2022（令和４）年１月度の青森県企業倒産は１件（前年同月比50.0％減）、負債総額は１億1,000万円（同115.68％増）となった。倒産件数は

前年同月比及び前月比で各１件減少。2021年10月、11月には１年６か月振りに連続して前年同月の件数を上回ったものの、12月は再び前年

同月の件数を下回り、当月もその流れを維持した形となった。負債総額は前年同月を上回ったものの、大型倒産（負債総額10億円以上）及び

新型コロナウイルス関連倒産の発生はなかった。

2022年もコロナ禍の中でスタートとなったが、企業倒産は小康状態が続いている。これまで東京商工リサーチが実施した新型コロナウイルス

に関するアンケート調査では、県内企業の業績回復の遅れと債務過剰感が浮かび上がってきていたが、このほど発表した青森県2021年「休

廃業・解散企業」動向調査では、休廃業・解散企業における黒字企業の割合減少が明らかとなった。休廃業・解散は倒産以外で事業活動を

停止した企業と定義しているが、黒字企業の割合減少はイコール赤字企業の割合増加であり、債務負担増加を示すものとなる。この結果、今

後休廃業・解散では事業活動を停止できず、債務処理のため破産等の法的措置（倒産）を取らざるを得ないケースが増加する恐れがある。ま

た、無担保無利子融資でコロナ禍による資金繰り悪化を乗り切ってきたものの、結果として債務負担が上昇し、業績もコロナ禍以前を回復して

いない企業が、耐えきれなくなる可能性も否定できない。

１月末より申請が始まった事業復活支援金により一息つく企業も多いとみられるが、コロナ禍が収束しない状況では一時的なものとならざる

を得ない。企業倒産は過去最低水準の状態が続いているものの、増勢に転じる要素を内包しているだけに、動向には引き続き警戒が求めら

れる。 【東京商工リサーチ青森支店：２月２日発表 令和４年１月度青森県企業倒産状況】
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